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Ⅰ．平成１７事業年度決算の公表に当たって

平成１８年９月２０日

国立大学法人　高 知 大 学

　 財務担当理事　河　本　朝　光

　このたび、文部科学大臣に平成１８年６月２７日に提出しておりました平成
１７事業年度財務諸表について、平成１８年９月１日付けで、文部科学大臣の
承認を受けましたので、本学の財政状況や運営状況をご理解いただくため、こ
こに公表させていただくものであります。

　財務諸表によれば、本学の平成１８年３月３１日時点の資産合計は５４９億
４千２百万円、負債合計は１９０億９千７百万円、資本合計は３５８億４千５
百万円です。　　

平成１７年度の経常収益合計 ２５１億５千８百万円、経常費用合計 ２４１
億９千３百万円、経常利益９億６千５百万円、教育研究運営改善積立金取崩額、
臨時利益、臨時損失を含めた当期総利益は１０億４千８百万円となっておりま
す。

　剰余金(当期総利益)は、文部科学大臣の「経営努力認定」の承認を受けた後、
教育研究の質の向上等に充てる「教育研究運営改善積立金」として積み立て、
平成１８年度以降に使用することが可能となります。

　大学の財政運営は、利益の増加を目的とするものではなく、教育・研究、診
療活動の充実・発展の基盤の強化を目指すものであります。

今後とも、より一層の効率的な運営を行い皆様方の負託に応える教育・研究、
診療、また、学生サービスの向上・充実に努めてまいる所存であります。
　皆様方の一層のご理解、ご支援のほどよろしくお願い申し上げます。
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Ⅱ．平成１７事業年度財務諸表の概要　　　　

１．国立大学法人の財務諸表

　 国立大学法人は、国民その他の利害関係者に対し財政状態や運営状況に関する説
　　明責任を果たし、自己の状況を客観的に把握する観点から、上場企業と同様の財務
　　諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分（損失の処理）に関する書類、キャッ
　　シュ・フロー計算書、国立大学法人等業務実施コスト計算書）の作成及び公表が義
　　務付けられております。
　　　国立大学法人は、財務諸表を文部科学大臣に提出することとされ、文部科学大臣
　　は、国立大学法人評価委員会の意見を聴いたうえで、承認を行うこととされていま
　　す。
　　　国立大学法人高知大学の平成１７事業年度財務諸表については、所定の手続を経
　　て、平成１８年９月１日に承認されました。

２．国立大学法人会計基準の特徴

　 国立大学法人高知大学の財務諸表は、国立大学法人会計基準及び国立大学法人会
　　計基準注解並びに国立大学法人会計基準に関する実務指針（以下「会計基準等」と
　　いう。）に従って作成することとされています。
　　　国立大学法人会計基準は、企業会計原則を基礎としつつ、独立行政法人会計基準
　　を踏まえて、国立大学法人の主たる業務内容が教育・研究であること、学生納付金
　　や附属病院収入等の固有多額の収入を有すること、国立大学法人間における一定の
　　統一的取り扱いが必要とされることなどの特性に配慮して、必要な修正を行ったも
　　のであり、基本的な取り扱いは独立行政法人会計基準と共通しております。
　　　特徴的なものとして、例えば、国立大学法人等業務実施コスト計算書があります
　　が、国立大学法人の業務運営に関して国民の皆様の実質的な負担となるコストを表
　　示するものであり、損益計算書の対象とはならない国からの無償借り受け資産の賃
　　料相当額などを機会費用として加える一方で、国民の皆様の直接の負担とはならな
　　い学生納付金等の自己収入を除いて算定するものです。また、損益計算書において
　　業務費を教育・研究・診療などの目的別に区分しております。
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貸借対照表は、１７年度期末時点（平成１８年３月３１日現在）における大学の
財政状態を表したものであり、「資産の部」、「負債の部」及び「資本の部」に区
分して表示しています。

　

　資産の総額は、５４９億４千２百万円（前年比４．０％増）（以下、特に断ら
ない限り前年比)です。
　主な増加要因は、工具器具備品が、３５４．０％増の４０億１千１百万円、投
資有価証券が、国債などの取得により７億４百万円増、現金及び預金が１０．３
％増の４３億４千７百万円です。
　主な減少要因は、医薬品及び診療材料が在庫の圧縮などにより３６．０％減の
１億４千２百万円です。なお、特許権については、取得手続き中のものが固定資
産のその他に５百万円含まれております。

　

負債の総額は、１８．５％減の１９０億９千７百万円です。
主な減少要因は、財務・経営センター負担金（国立学校特別会計から独立行政
法人国立大学財務・経営センターが承継した財政投融資資金借入金のうち、各国
立大学法人が債務を負担することとされた相当額）が、償還の進展により１２．
０％減の６４億５千６百万円、長期借入金が、国から財源措置を受けて産業投資
特別会計借入金を６４億８千１百万円償還する一方、附属病院の整備のため５億
４千９百万円を借りたことにより、差引き８５．５％減の６億３千６百万円です。
また、短期借入金が、産業投資特別会計借入金の償還に伴う１年以内返済予定
長期借入金の減少などにより、７１．５％減の８億９千９百万円です。
　主な増加要因は、運営費交付金債務（未使用の運営費交付金の相当額）が、未
使用額の増により３億６千２百万円です。

資本の総額は、２２．０％増の３５８億４千５百万円です。
主な増加要因は、資本剰余金が、施設設備の整備のため国から財源措置を受け
ると相当額を資本剰余金とする取扱いとされていることによる増、及びこれに準
じ産業投資特別会計借入金を償還したことによる増と、建物等の減価償却による
減との差引きで、１，０１８％増の６１億３千万円、積立金及び目的積立金が２
１億２千万円です。
　主な減少要因は、当期未処分利益が、前年度の移行時限りの要因が無くなった
ことによる減などであり、５３．０％減の１０億４千８百万円です。

(１) 貸借対照表

３．平成１７事業年度財務諸表

　　　平成１７事業年度における国立大学法人高知大学の財務諸表の概要は、次のとおり
　　です。

① 資産の部

② 負債の部

③ 資本の部
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貸 借 対 照 表 

（平成１８年３月３１日） 

         （単位：千円）

 【資産の部】     【負債の部】     

  Ⅰ 固定資産      Ⅰ 固定負債    

   １ 有形固定資産           資産見返負債  4,769,780  

          土地  26,021,002         国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ債務負担金  6,456,513  

          建物  12,149,740         長期借入金  636,769  

          構築物  1,522,457         長期リース債務  590,649  

          機械装置  547,473         退職給付引当金  6,022  

          工具器具備品  4,011,326        長期未払金  1,021,442  

          図書  3,369,015  固定負債合計  13,481,177  

          美術品・収蔵品  32,401    Ⅱ 流動負債   

 船舶  33,520         運営交付金債務  362,563  

          車輌運搬具  18,157         寄附金債務  1,034,277  

        有形固定資産合計  47,705,094         前受受託研究費等  59,131  

   ２ 無形固定資産           前受金  296,343  

          地上権  590         預り科学研究費補助金等  13,038  

          ソフトウェア  74,249         預り金  81,463  

          その他  8,651         一年以内返済予定長期借入金  10,827  

          無形固定資産合計 
 83,491

 

       一年以内償還予定国立大学財務 

・経営センター債務負担金 
 888,422

 

   ３ 投資その他の資産          未払金  2,449,422  

          投資有価証券  603,753         リース債務  186,471  

          長期前払費用  81         未払費用  165,734  

          投資その他の資産合計  603,835         賞与引当金  6,686  

    固定資産合計  48,392,422         承継剰余金債務  61,614

  Ⅱ 流動資産     流動負債合計  5,615,996  

          現金及び預金  4,347,168     負債合計  19,097,174  

          未収学生納付金収入  13,818  【資本の部】     

          未収附属病院収入  1,908,620    Ⅰ 資本金   

          未収入金  23,640         政府出資金  26,546,151  

          有価証券  100,449      資本金合計  26,546,151  

          たな卸資産  12,031    Ⅱ 資本剰余金   

          医薬品及び診療材料  142,668         資本剰余金  8,808,060  

          前払金  939         損益外減価償却累計額  -2,677,734  

          前払費用  350      資本剰余金合計  6,130,325  

  215    Ⅲ 利益剰余金        

 

         未収収益 

   流動資産合計 6,549,902        教育研究運営改善積立金  749,620  

          積立金  1,370,751  

        当期未処分利益  1,048,301  

      （うち当期総利益）  1,048,301  

       利益剰余金合計  3,168,673  

    資本合計  35,845,150  

 資産合計  54,942,324  負債資本合計  54,942,324
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○ 貸借対照表構成図

固定負債
13,481百万円

資本の部
35,845百万円

※この図は、貸借対照表の主な勘定科目を量的に示したものです。

無形固定資産

　83百万円

有形固定資産

47,705百万円

　流動負債

5,615百万円
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損益計算書は、一般会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）にお
ける財務運営状況（経営成績）を表したものです。

　

経常費用の総額は、０．０２％減の２４１億９千３百万円です。
　主な増加要因は、教育経費が、一般管理費の節減による財源の投入や目的積立金
取崩しにより１１．２５％増の１１億３千８百万円、診療経費が、附属病院収益の
増に伴い４％の増５９億７千７百万円、役員人件費が、監事など役員の任期満了に
伴う退職金の増などにより３．５％増の１億１千６百万円です。
　主な減少要因は、支払利息が、借入金残高の圧縮及び高金利のものの償還満了に
より１４．１％減の３億９百万円です。

　

　経常収益の総額は、３．４％減の２５１億５千８百万円です。
　主な増加要因は、受託研究等収益が、受託研究の増加により０．２％増の４億６
百万円、附属病院収益が５％増の１０４億８千６百万円です。
　主な減少要因は、運営費交付金収益が、国からの財源措置３億７千１百万円の減、
固定資産を取得すると資産見返勘定に振り替わることによる収益の減、及び翌年度
への事業の繰り越しなどにより７．７％減の９５億５千３百万円、寄附金収益が寄
附の減少により６．３％減の４億６千万円です。

　臨時損益について、国立大学法人への移行時限りの特殊要因が無くなったことに
より、臨時損失は９８．２％減の２千２百万円、臨時利益は９８．６％減の２千２
百万円です。これに、目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額８千２百
万円を反映させ、当期総利益は、５３．０％減の１０億４千８百万円です。

(２) 損益計算書

① 経常経費

②　 経常収益

③　 臨時損益及び当期総利益
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損 益 計 算 書 

 

（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

（単位：千円）

経常費用 経常収益 

  業務費 23,136,433    運営交付金収益 9,553,983 

   教育経費 1,138,256    授業料収益 2,957,581 

   研究経費 959,450    入学金収益 399,355 

   診療経費 5,977,680    検定料収益 97,875 

   教育研究支援経費 300,305    施設費収益 112,820 

   受託研究費 286,014    附属病院収益 10,486,152 

   受託事業費 116,509    受託研究等収益 290,266 

   役員人件費 116,255    受託事業等収益 116,509 

   教員人件費 7,529,027    補助金等収益 25,261 

   職員人件費 6,712,933    寄附金収益 460,353 

  一般管理費 747,967    資産見返負債戻入益 496,682 

  財務費用 309,366    承継剰余金債務戻入 1,736 

  雑損 17    財務収益 2,902 

    雑益 157,393 

  財産貸付料収入 104,667

  農場･演習林収益 21,708

  センター試験実施料収益 12,890

    その他雑益 18,126

経常費用合計 24,193,784    経常収益合計 25,158,876

     

臨時損失  臨時利益 

固定資産売却損 7,616  徴収不能引当金戻入益 282

固定資産除却損 2,824  資産見返寄付金戻入 683

災害損失 4,131  資産見返物品受贈額戻入 9,052

損害賠償金 8,000  承継剰余金債務戻入 8,000

  保険金収益 4,978

臨時損失合計 22,572  臨時利益合計 22,996

当期純利益 965,515   

総費用・当期純利益 25,181,872   総利益 25,181,872

 

教研改善積立金取崩額 82,785

当期総利益 1,048,301
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○　損益計算書構成図

受託研究・受託事業・補助金

432百万円(1.7％)

臨時利益

23百万円（0.1％）

教  育  研  究  費
   2,098百万円( 8.7%)

一  般  管  理  費
      748百万円(3.1%)

財   務   費   用
      309百万円(1.3%)

臨  時  損  失
       22百万円(0.1%)

人件費

教育研究費

教育研究支援経費

診療経費

一般管理費

受託研究等

財務費用

臨時損失

受 託 研 究 等 費

　　　　　403百万円(1.6％)

教育研究支援経費

300百万円(1.2％)

人件費

14,358百万円(59.3％)

診療経費

5,978百万円(24.7％)

資産見返負債戻入等,
497百万円 (1.9%)

雑益 162百万円(0.6%)寄 附 金 収 益
460百万円(1.8%)

授業料・入学金・検定料
3,455百万円(13.8%)

施 設 費 収 益
112百万円(0.5%)

附 属 病 院 収 益
10,486百万円(41.6%)

運 営 費 交 付 金 収 益
9,554百万円(38.0％)

運営費交付金等収益

授業料・入学金・検定料

施設費収益

附属病院収益

受託研究・受託事業

寄付金収益

資産見返負債戻入

雑益等

臨時利益

※この図は、損益計算書の主な勘定科目を量的に示したものです。

総収益
25,181百万円

総費用
24,216百万円
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　キャッシュ・フロー計算書は、第二期事業年度における活動区分別に現金の出入を
表したものであり、「業務活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッ
シュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の３つに区分して表示し
ています。

　業務活動によるキャッシュ・フローとは、大学の主たる業務活動から生じたキャッ
シュ（現金）の出入りを表したものです。
主な収入項目は、運営費交付金収入が１０１億６千７百万円、附属病院収入の１０
４億６千５百万円です。　
　主な支出項目は、人件費支出の１４６億６千５百万円です。業務活動によるキャッ
シュ・フローは、３９．３％減の２７億１千万円収入超過です。

　投資活動によるキャッシュ・フローとは、大学の将来のための投資活動においてキ
ャッシュをどのように使っているかを表すものです。
　主な収入項目は、施設費による収入の５億４百万円、投資有価証券や定期預金によ
る運用利息等である利息及び配当金の受取額の３百万円です。
　主な支出項目は、有形固定資産の取得による支出の１２億２千４百万円です。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、９２０．５％増の１４億４千８百万円支出
超過です。　

　財務活動によるキャッシュ・フローとは、大学の主たる業務活動や投資以外の資金
の調達と返済によるキャッシュの動きを表すものです。
　主な収入項目は、附属病院の整備のための借入金による収入が、５億４千９百万円
です。
　主な支出項目は、国立大学財務・経営センターへの債務負担金の返済額による支出
の１０億５百万円です。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、４０．５％減の８億５千３百万円の支出超
過です。

　以上により、期末資金残高は対前年度１０．３％増の４３億４千７百万円です。
　これらの活動による現金の収支額４億７百万円の現金の増となっており、前期末現
金残高３９億３千９百万円に加えた４３億４千７百万円が１７年度末現金残高です。
　なお、この期末残高は、貸借対照表の流動資産に計上されている「現金及び預金」
の期末残高と合致することになります。

　

（３）キャッシュフロー計算書
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キャッシュ・フロー計算書 

（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

    （単位：千円） 

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー    

   原材料、商品又はサービスの購入による支出 -7,346,837   

   人件費支出 -14,665,453   

   その他の業務支出 -518,265   

   運営費交付金収入 10,167,227   

   授業料収入 3,039,466   

   入学金収入 395,971   

   検定料収入 97,875   

   附属病院収入 10,465,926   

   受託研究等収入 275,731   

   受託事業等収入 105,156   

   その他の収入 169,423   

   預り科学研究費補助金等の増減額 8,771   

   補助金等収入 25,261   

   寄附金収入 489,775   

       小 計 2,710,030   

  業務活動によるキャッシュ・フロー 2,710,030   

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

   有価証券の取得による支出 -705,346   

   有形固定資産の取得による支出 -1,224,055   

   無形固定資産の取得による支出 -29,095   

   有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 1,435   

   施設費による収入 504,989   

       小 計 -1,452,072   

   利息及び配当金の受取額 3,830   

  投資活動によるキャッシュ・フロー -1,448,241   

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

   長期借入による収入 549,316   

   国立大学財務・経営センターへの債務負担金の返済による支出 -1,005,782   

   リース債務の返済による支出 -58,805   

       小 計 -515,272   

   利息の支払額 -338,674   

  財務活動によるキャッシュ・フロー -853,946   

 Ⅳ 資金に係る換算差益 －   

 Ⅴ 資金増加額 407,842   

 Ⅵ 資金期首残高 3,939,326   

 Ⅶ 資金期末残高 4,347,168   
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業務活動による
キャッシュフロー

（2,710百万円）

投資活動による
キャッシュフロー

（△1,448百万円)
財務活動によるキャッ
シュフロー

（△854百万円）

（408百万円）

資金増加額

○　期中におけるキャッシュフロー図

※この図は、キャッシュフロー計算書の各活動を量的に示したものです。
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　国立大学法人等業務実施コスト計算書は、国立大学法人の財務諸表の一つとして位
置づけられていますが、企業会計ではこれに相当する計算書は存在しません。
　国立大学法人等業務実施コスト計算書の目的は、納税者である国民の国立大学法人
等の業務に対する評価及び判断に資するため、一会計期間（平成１７年４月１日～平
成１８年３月３１日）に属する国立大学法人等の業務運営に関し、国立大学法人等業
務実施コストに係る情報を一元的に集約して表示することですが、その表示は、コス
トの発生原因ごとに、業務費用、損益外減価償却等相当額、引当外退職給付増加見積
額、機会費用に区分されています。
　広い意味で最終的に国民の負担に帰すべき、本学の平成１７事業年度における業務
実施コストは、１１７億６千６百万円です。（平成１６年度の本学の事業実施コスト
は、１２０億円３千２百万円でしたが、これは、法人移行時限りの臨時損失等が２億
６千５百万円計上されたこと等によるものでした。）
　
①　業務費用

　　業務費用９２億２千２百万円は、損益計算書上の費用２４２億１千６百万円から
　自己収入等(国から措置された収益以外の収益項目)１４９億９千４百万円を差引く
　ことで計上されます。　
　　従来、科学研究費補助金に係る間接経費は控除すべき自己収入の範囲に含めてい
　ましたが「国立大学法人等実施コスト計算書の記載方法について(情報提供)」 (平
成１８年５月２５日文部科学省) に従い、平成１７事業年度より控除すべき自己収
　入の範囲に含めていません。

②　損益外減価償却等相当額

　　損益外減価償却等相当額（校舎改修(農学部)等による資産）１３億７千３百万円
　は、国から出資された資産等に係る減価償却費等相当額であり、これについては国
　立大学法人のコスト(費用)とは認識せず、損益外処理を行います。しかし、その減
　価償却に係るコストは、国立大学法人の業務実施コストとして認識されます。
　　
③　引当外退職給付増加見積額

　　国立大学法人の常勤職員の退職手当は、その都度国から財源が措置されるため、
　退職給付引当金の計上は不要とされています。しかし、退職手当ての増加分のコス
　トは、毎事業年度の国立大学法人の業務実施コストとして認識されます。
　　引当外退職給付増加見積額は、５億２千２百万円です。
　　
④　機会費用

　　機会費用とは、実際にはかかっていないが、国立大学法人であるために免除、軽
　減されているコストです。
　　国又は地方公共団体の無償使用から生ずる５百万円、政府出資から生ずる５億２
　千９百万円、有利な条件による融資取引で生ずる１億１千５百万円にそれぞれ区分
　して表示しています。

　　

（４）国立大学法人等業務実施コスト計算書
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国立大学法人等業務実施コスト計算書

（平成１７年４月１日 ～ 平成１８年３月３１日） （単位：千円）

10

-2,902財務収益

17雑損

　　　　　　

11,766,243 　　国立大学法人等業務実施コストⅥ

－　　（控除）国庫納付額Ⅴ

114,708 
　

　
無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機
会費用

　　

529,450 　　政府出資等の機会費用　　

4,958 
　　

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料によ
る貸借取引の機会費用

　　

　　　機会費用Ⅳ

522,668 　　引当外退職給付増加見積額Ⅲ

29,010 　　損益外固定資産除却相当額　　

1,343,595 　　損益外減価償却相当額　　

　　　損益外減価償却等相当額Ⅱ

9,221,852 　　業務費用合計　

-5,943 　　臨時利益　　

-152,533 　　雑益　　

-25,029 　　資産見返寄附金戻入　　

-460,353 　　寄附金収益　　

-116,509 　　受託事業等収益　　

-290,266 　　受託研究等収益　　

-10,486,152 　　附属病院収益　　

-97,875 　　検定料収益　　

-399,355 　　入学料収益　　

-2,957,581 　　授業料収益　　

　　　(2) （控除）自己収入等　

22,572　　臨時損失　　

309,366 　　財務費用　　

747,967 　　一般管理費　　

23,136,433 　　業務費　　

　　　(1) 損益計算書上の費用　

　　　業務費用Ⅰ
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○　国立大学法人等業務実施コスト計算書構成図

（合計　26,760百万円） （合計　26,760百万円）

国立大学法人等
業務実施コスト

　　　11,766百万円

機会費用　　　　　　　　　 649百万円

損益計算書上の「費用」

　　　　　　　　　24,216百万円

損益外減価償却等相当額 1,373百万円

引当外退職給付増加見積額　 522百万円

（内訳）
業務費 　　 23,136,443千円
一般管理費 　　747,967千円
財務費用 　　309,366千円
雑損 　　 17千円
臨時損失 　　 22,572千円

　（業務を実施する総費用）　　　　　　　 （国から措置された収益以外の収益）

※　この図は、法人の業務を実施する総費用（損益計算書の費用に機会費用等の「みなし費用」を加えたも
　の）から、法人自ら確保した自己収入等を除いたものを、広い意味で国民の負担に帰すべきもの（国立大
　
　学法人等業務実施コスト）として表したものです。

自己収入等

　　　　　　　　　14,994百万円
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（１）国立大学法人における剰余金の位置付け

　 　国立大学法人は、基本的には、計画通りに業務を行えば損益が均衡する仕組みとな
　っておりますが、国立大学法人が計画に比して効果・効率的に事業を実施し、自己収
　入の増や費用の節減などにより剰余金が生じた場合には、中期計画の剰余金の使途に
　 充てることを可能とすることにより、事業運営上のインセンティブを付与する仕組み
　とされております。

（２）剰余金の概況

　 　平成１７事業年度決算における剰余金について、経常利益は、９億６千５百万円（
　　経常費用２４１億９千３百万円の３．９％）、当期総利益は１０億４千８百万円（費
　　用総額（臨時費用含む）２４２億１千６百万円の４．３％）となりました。
　剰余金の主な発生要因として、昨年度は、会計の認識基準が国における現金主義か
　ら企業会計における発生主義に変更になったことなど会計ルールの変更に伴う移行時
　限りのものが大半でした。
　　　本学の予算と比較（以下、特に断らない限り、増減は、予算と比較しての数値。）
　　して、収益について、競争的研究補助金など外部収入が７千１百万円の増、学生納付
　　金が１億１千６百万円の増、人件費を除く診療経費の増と附属病院収入の増との差額
　　が２千１百万円の減、費用について、研究機器の更新等に伴う減価償却費が５千４百
　　万円減、人件費が５億５千１百万円の減、教育研究費が６千１百万円の減、一般管理
　　費が２千７百万円の増などにより生じたものです。
　なお、人件費の減は、旅費業務及び附属病院の受付・請求業務のアウトソーシング
　を実施し、人件費管理の徹底などによるものです。
　加えて、収益について、附属病院収益が予定どおり獲得された結果、附属病院に関

　　する借入金元金償還額と減価償却費との差額が５億９千７百万円、国から承継された
　　診療機器等の減価償却費相当額が１億６千７百万円などの要因があります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４．剰余金
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〈主なプラス要因〉
　ア　外部収入の増……………………………………………………………７千１百万円
　　　・特許料収入等（雑益）の増………………………………………………５百万円
　　　・競争的研究補助金等の増……………………………………………２千５百万円
　・寄付金の増……………………………………………………………４千１百万円

　イ　人件費の節減………………………………………………………５億５千１百万円
　ウ　教育研究事業の翌年度以降への繰延…………………………………６千１百万円
　エ　休学者の減等による学生の納付金の増…………………………１億１千６百万円
　オ　研究機器の更新等に伴う減価償却費の減……………………………５千４百万円
　カ　その他……………………………………………………………………１千７百万円

〈主なマイナス要因〉
　キ　人件費を除く診療経費の増と附属病院収入の増との差額…………２千１百万円
　ク　一般管理費の増額………………………………………………………２千７百万円
　ケ　研究機器の更新等に伴う運営費交付金収益の減………………５億１千３百万円

　ア　国から承継された診療機器等の減価償却費相当額……………１億６千７百万円
　イ　附属病院に関する借入金元金償還額と減価償却費の差額等…５億９千７百万円
　　　　※国から承継した借入金の償還期間と当該借入金により取
　　　　得した資産の耐用年数にタイムラグがあることにより、借
　　　　入金元金償還額と減価償却費の差額等が、剰余金の要因。
　ウ　徴収不能引当金等引当金の繰入額と戻入額による差額…………△２千３百万円
　エ　その他………………………………………………………………………△２百万円

　　　　　　　　　　　　　　　剰余金（当期総利益）………１０億４千８百万円

　　国立大学法人の平成１７事業年度における剰余金は、各国立大学法人の「利益処分
　（案）」を受け、国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４４
　条第３項により、財務大臣協議が整い次第、文部科学大臣による承認が行われ、各国立
　大学法人が中期計画において剰余金の使途として定めた教育研究の質の一層の向上など
　に充てていくことになります。　

（３）剰余金の発生要因

　　①　収益の増又は費用の節減（会計ルール等を除く）……………………３億９百万円

②　会計ルールやタイムラグによる要因………………………………７億３千９百万円

（４）剰余金の今後の取り扱い

平成１７事業年度財務諸表における剰余金の発生要因は、以下のとおりです。

　財務諸表及び附属明細書等の詳細については、高知大学ホームページに「情報公開・
情報提供個人情報開示＞法第２２条に規定する情報」として公開している平成１７年度
財務諸表（第２期事業年度）及び附属明細書等をご参照ください。
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５．平成１７年度決算報告書

（単位：百万円）

000船舶建造費

000船舶建造費補助金

　9259250収入－支出

　3,88931,95928,070計

（注10）4,3197,7943,475長期借入金償還金

（注9）44867823産学連携等研究収入及び寄付金事業費等

　25250補助金等

（注8）141,0541,040施設整備費

　1813,3263,145一般管理費

　09,0339,033　　診療経費

　△ 6949,86010,554　　教育研究経費

（注7）△ 69418,89319,587業 務 費

　　　　支　　　　　出

　4,81432,88428,070計

　1111110目的積立金取崩

　△ 35035承継剰余金

　0549549長期借入金

（注6）48871823産学連携等研究収入及び寄付金収入等

（注5）30175145　　雑収入

（注4）12010,46710,347　　附属病院収入

（注3）1803,5333,353　　授業料、入学料及び検定料収入

　33014,17513,845自己収入

　59590国立大学財務・経営センター施設費交付金

　25250補助金等収入

（注2）4,3216,4812,160施設整備資金貸付金償還時補助金

（注1）△ 45446491施設整備費補助金

　010,16710,167運営費交付金

　　　　収　　　　　入

備考
差額

（決算－予算）
決算額予算額区　　　　　分

平成１７年度決算報告書

　　　　決算報告書は、国における会計認識基準（現金主義を基礎としつつ、出納整理期の設定など一部発生主義を取り入
　　　れたもの）に準じ、予算の区分に従い表示したものです。　　
　　　　予算に対する決算の差異については、次ページの注記説明をご参照ください。
　　　　なお、決算上、収入と支出の差額として、９億２千５百万円（前年度比４６．０％減）を計上しています。
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（注記説明）

　　（注２）に示した理由等により、予算金額に比して決算額が４，３１９百万円多額となって
　います。

　（注１０）

　　（注６）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が４４百万円多額となっていま
　す。

　（注９）

　　施設整備費については、補正予算によりアスベスト対策事業費が計上され、これに伴う設計
　契約費等として１７年度に予算執行したことにより、予算金額に比して決算金額が１４百万円
　多額となっています。

　（注８）

　　業務費については、教育研究経費、一般管理費において経費の節減に努めたため、予算金額
　に比して決算金額が６９４百万円少額となっています。

　（注７）

　　予算段階では予定していなかった国（の各組織、特殊法人及び民間）からの受託研究の獲得
　や寄附金の獲得に努めたため、予算金額に比して４８百万円決算金額が多額となっています。

　（注６）

　　雑収入については、主として不用物品等の売払、科研費補助金間接経費の受入等により、予
　算金額に比して決算金額が３０百万円多額となっています。

　（注５）

　　附属病院収入については、手術件数の増等により予算金額に比して決算金額が１２０百万円
　多額となっています。

　（注４）

　　授業料、入学料及び検定料収入については、平成１７年度入学者に係る授業料の前納を１６
　年度に行わなかったため、予算額に比して決算金額が１８０百万円多額となっています。

　（注３）

　　施設整備資金貸付金償還時補助金については、平成１７年度補正予算により繰上げ償還を行　
　ったため、予算金額に比して決算金額が４，３２１百万円多額となっております。

　（注２）

　　施設整備費補助金については、予算計上時に「国立大学財務・経営センター施設費交付金」
　を施設整備費補助金に計上したため、予算額に比して決算額が４５百万円少額となっておりま
　す。

　（注１）

○　予算と決算の差異について
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①運営費交付金

　国から運営費交付金が交付されます。この運営費交付金(１０１億６千７百万円)は、本学の収入の約４０％を占めて
います。
　運営費交付金の算定にあたっては、国立大学法人の運営をより効率化することを目的として、毎年度１％ずつ運営費
交付金が削減される効率化係数、附属病院の収入を毎年度２％ずつ増収させることが求められる経営改善係数が導入さ
れています。

　産業投資特別会計借入金は、平成１７年度補正予算で措置された改革推進公共投資
施設整備資金貸付金償還時補助金と相殺されため、返済が完了しました。

施設整備は、国立大学法人の施設整備等に係る経費です。
　　 　　平成１７年度交付額は６９億８千５百万円になります。　②施 設 費

③借 入 金

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

362,5639,804,6630250,6799,553,98310,167,2270平成１７年度

小計資本剰余金
資産見返運
営費交付金

運営費交
付金収益

期末残高

当期振替額
交付金当
期交付額

期首
残高

交付年度

112,820 6,872,856 06,985,677 計

06,480,688 06,480,688 
改革推進公共投資施設整備資金貸
付金償還時補助金

14,720 0014,720 アスベスト対策事業

58,571 336,062 0394,634 （物部）校舎改修（農学系）

6,968 29,666 036,635 （医病）基幹・環境整備

32,559 26,440 059,000 営繕事業

その他資本剰余金仮勘定見返施設費

左の会計処理内訳
当期交付額区　　分

　　－647,596 6,480,688 549,316 6,578,968 計

平成２７年度1.33 231,796 0231,796 －

平成４２年度1.60 317,520 0317,520 －

平成４１年度1.5298,280 0098,280 
国立大学財務・
経営センター借
入金

平成１９年度－06,480,688 06,480,688 
産業投資特別会
計借入金

返済期限平均利率（%）期末残高当期減少当期増加期首残高区　分

（単位：千円）

　　－7,344,9351,005,78208,350,718計

平成４０年度3.717,344,9351,005,78208,350,718
国立大学財務・
経営センター債
務負担金

返済期限平均利率（%）期末残高当期減少当期増加期首残高区　分

（単位：千円）

　１．事業運営費

　Ⅲ．参考資料
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　（単位：千円，％）
　

①人件費及び人件費比率

② 役員・職員（教員・事務職員等）等人件費

（単位：千円）

8,868

6,712,933

757

職員人件費／人10,574教員人件費／人

職員人件費7,529,027教員人件費

職員数(事務職員等)712教員数

944,252

11,728

932,524

329,380

11,728

317,652

612,769

0

612,769

2,103

2,103

退職給付費用

13,413,963

1,327,635

12,086,328

6,383,553

1,213,806

5,169,747

6,916,258

113,829

6,802,429

114,152

114,152

報酬・給与・賞与・法定福利費

14,358,215

1,339,363

13,018,852

6,712,933

1,225,534

5,487,399

7,529,027

113,829

7,415,198

116,255

116,255

計

常　勤　　

非常勤教　員

計　

計　

非常勤合　計

常　勤　

計　

非常勤職　員

常　勤　

計　

常　勤

　　　　　　

62.1

23,136,433

14,358,215

人件費比率（ａ／ｂ）

経常費用（ｂ）

人件費（ａ）

59.3

24,193,784

14,358,215

人件費比率（ａ／ｂ）

業務費（ｂ）

人件費（ａ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)教職員数は、平成１７年７月１日の現員です。教職員人件費は、退職手当、非常勤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員手当を含んでいます。よって、１人当たりの平均年間給与額ではありません。

　 国立大学法人の教育研究の基盤
は、人的資本であるから人件費比
率が高くなるのはさけられません
が、この比率が高いことは、人件
費以外の教育研究に充てる経費が
小さくなり、学生向けの教育サー
ビスの質的向上や研究に必要な経
費の財源が十分確保出来ないこと
を意味します。

（単位：千円，人）

役　員

（国立大学法人決算資料に基づく人件費及び人件費比率）

区　　　　分

　１．常勤職員とは、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与水準の公表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策

　　定）中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職員であ

　　り、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の

　　職員のことです。

　２．役員に対する報酬等の支給の基準の概要

　　報酬月額

　学長１，０６９千円、理事７０４～９０６千円、監事７０４千円、非常勤１２０千円(平成17年12月迄）

　学長１，０６５千円、理事７０１～９０３千円、監事７０１千円、非常勤１２１千円(平成18年1月以降)

退職手当の計算方法

　　　退職の日における本給月額×在職月数×１００分の１２.５

　３．教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要

一般職の国家公務員に準拠しています。

平成１７年度

平成１７年度

平成１７年度

　職　員

（教　員）

　　 職　員

（事務職員等）

　２．人件費
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③役員・ 職員給与

（単位：千円）

11,036,948

10,676,743

10,574,964

　　 　 101,779 　

報酬又は給与支給額

人件費予算相当額（常　勤）

職 員（常　勤）

役　員（常　勤）

　　　　　　区　　分

　　「行政改革の重要方針」(平成１７年１２月２４日閣議決定)において示された総人件費

　改革の実行計画を踏まえた、人件費削減の状況を示すもの

１． 総人件費改革とは、国立大学法人が国家公務員の定員の純減目標 (５年間(平成１８～２２年間) で５％以上の純減)及

　び給与構造改革を踏まえ、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行うものです。

　　平成１７年度における高知大学の人件費相当予算額は約１１０億円ですが、これを基準として概ね１％の削減を行い、

　平成２２年度までには５％の削減を行う予定です。　

（１） 常勤職員とは、 「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与水準の公表方法等について （ガイドライン） 」

（総務大臣策定） 中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する

者を除いた職員です。

（２） 予算額は、運営費交付金算定上の予算積算上の金額で、対象となる人件費は次のとおり。

　　 ① 役員報酬 (常勤のみ)

② 常勤職員給与 (基本給、諸手当、超過勤務手当)

　　　　 国立大学法人附則第４条に規定する職員 （承継職員） 及び承継職員の退職に伴い補充した職員並びに平成１５

年度末に定年等により退職した者の後任補充及び一時的に欠員となっているポストの補充者。　

　 　 ③ 金額には、法定福利費は含まれていません。

平成１７年度

計
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①学 生 数

②学生１人当たりの教育経費

5,605      

198

431

4,976

平成１７年度

5,611

170

424

5,017

平成１６年度

大学院生（博士課程）

　　　　　　　計

大学院生（修士課程）

学部学生

区 分

④教育経費と研究経費の比率

（単位：千円）

③学生１人当たりの教育研究支援経費

203 

5,605 

1,138,256

平成１７年度 平成１６年度区 分

182

5,611

1,023,077

教育経費／人　

学生数

教育経費

　学生１人あたりの教育経費を示していま
す。この数値が高いほど教育資源の投入が
されていると判断できます。ただし、教育
課程の違いや学生数の多寡により変動する
場合があります。

54 

5,605 

300,305

平成１７年度 平成１６年度区 分

27

5,611

149,475

教育研究支援経費／人
　　　　　　　　　　
　　　　　　　

学生数

教育研究支援経費

　これは図書館等の教育研究活動を支援す
る充実度を示しています。平成１７年度は
総合情報センターとなり、新たに図書部門
に学術情報課が加わったため平成１６年度
に比べ増加しております。

2,097,706 

959,450 

1,138,256

平成１７年度 平成１６年度区 分

2,002,649

979,572

1,023,077

計

研究経費

教育経費

45.7%

54.3%

平成１７年度 平成１６年度区 分

48.9%

51.1%

研究経費構成比　

教育経費構成比　

　高知大学においては教育経費の比率が大
きくなっています。これは大学ごとに異な
り、理工系学部が多い大学は研究経費の比
率が高くなる傾向があります。

（農学部連合大学院を除く）

（農学部連合大学院を除く）

(農学部連合大学院を除く）

（単位：千円，人）

（単位：千円，人）

（単位： 人）
　学生数は、右表のとおりです。
入学定員は、学部学生１，０９０人、大

学院（修士課程）２１１人、大学院（博士
課程）４２人となっております。
　外国人留学生についても、国費・私費を
問わず世界各国からの在籍者が現在１６３
名おります。

　３．教育・研究
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391,061

114,297

53,219

223,545

平成１７年度

480,728

121,715

53,673

305,340

平成１６年度項　　　目

計

受託事業等

共同研究

受託研究

①受 託 研 究 等

②奨 学 寄 附 金

489,775

平成１７年度

460,166

平成１６年度

寄附金

項　　　目

③科学研究費補助金

435,029

平成１７年度

456,557

平成１６年度項　　　目

科学研究費補助金

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

　奨学寄付金の受入状況は右表のとおりです。
　対前年度で２千９百万円の増となっており
ます。
　今後も寄附金獲得に向け一層努力していき
ます。

　科学研究費補助金は、右表のとおりです。
（間接経費除く）
　平成１７年度は対前年度比２千１百万円
の減となっております。
　平成１８年度以降も学内説明会等を開催
し、科学研究費補助金の増額を目指してお
ります。

　 受託研究・民間企業等との共同・受託事
業等の受入状況は右表のとおりです。
平成１７年度は対前年度比８千９百万円

の減となっております。
主な契約は、健康サービス産業振興機構の
受託事業「電源立地推進調整等委託事業」
や石油天然ガス・金属鉱物資源機構との共
同研究「鉄・マンガン酸化物の資源ポテン
シャル評価に関する基礎研究」などです。
　平成１７年度は、国際地域・連携センタ
ーを発足させた地域社会における人材の育
成、科学の発展、技術開発及び産業の活性
化に貢献しています。

　４．外部資金
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　　学 長　　相 良  輔
　　（学長指名理事）
　　　　 　　 川 口 　 浩 （ 理事　総務担当）
　　　　　　　松 永　　健 二（ 〃 教育担当）
　　　　　　　尾 崎　 登 喜 雄（ 〃 研究担当）
　　　　　　　河 本 　 朝 光（ 〃 財務担当）
　　　　 　　 倉 本　 秋 （ 〃 医療担当）
　　　　　　　中 島 　 和 代（ 〃 地域（社会）連携担当）
　　　　　　　　　　　　　　　　 （非常勤) ㈱なかじま企画事務所社長

　 （役員及び職員以外）
　　　　　　 関　 裕 司 ニッポン高度紙工業㈱　社長
　　　　　　　西 山　 彰 一　 宇治電化工業㈱ 社長
　　　　　　　藤 原　 健 男　 ㈱テレビ高知　社長
　　　　　　　細 木 　 秀 美　 医療法人仁生会細木病院　理事長
　　　　　　　村 木　 厚 子　 厚生労働省大臣官房政策評価審議官
　　　　　　　吉 村　 浩 二 　㈲金高堂書店　社長
　　　　　　　渡 邊 　 五 郎　 森ビル㈱　特別顧問

　　　　　　　　　　　　

役 員

経営協議会委員
（経営に関する重要事項を審議する機関）

学長　 相 良  輔

理事　　 川 口　　 浩 （総務担当）

　　　　　松 永　　健 二（教育担当）

　　　　　尾 崎　 登 喜 雄（研究担当）

　　　　 河 本　　朝 光（財務担当）

　　　　　倉 本　　 秋 （医療担当）

　　　　　中　　島　 和 代（地域（社会）連携担当)

（非常勤) ㈱なかじま企画事務所社長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

監事　　　西　　森 　 久米太郎

　　　　　寺　　田　　 　覚 （非常勤　公認会計士　税理士）

　Ⅳ．役 員 ・ 経 営 協 議 会 委 員 名 簿
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